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要　旨

平成 30年 9月 6日の胆振東部地震後の北海道全域
停電時透析診療状況についてアンケート調査を行い，
全道 267透析施設中 209施設（78.2％：推定患者数
13,365名）から回答を得た．被災状況は停電が約 99

％，電話不通が約 45％，断水が約 15％の施設で認め
られ，復旧時間の中央値は停電 18.5時間，電話 19.5

時間，断水 21.5時間であった．対患者連絡手段は携帯
電話・固定電話が 74％を占めており，停電による通
話不能時の対応が課題となっていた．衛星電話を有し
ていたのは 8施設のみと普及度が低いが，有効とする
評価が顕著であった．日本透析医会災害時情報ネット
ワークの利用施設数は 85/205（41％），NTT災害時伝
言ダイヤルの利用施設数は 14/192（7％）であり，今
後，周知・普及に努める必要がある．災害に備え職員
や患者との複数の連絡手段を確保することは重要であ
る．

緒　言

外来血液透析療法の実施・継続には電力，水，多く
の器材，そして職員・患者の来院が必要であり，なん
らかの災害があると治療継続が困難となりやすい．被
災した際には施設損壊状況や診療の可否・援助の必要
性などについて，行政・他の医療機関・病院職員・患
者等との情報交換を行うことが必須となる．北海道は
平成 30年 9月 6日に発生した胆振東部地震による北
海道全域停電（ブラックアウト）を経験したが，その

際の透析診療の実態について北海道透析医会・札幌市
透析医会・北海道透析療法学会が共同で全道の透析施
設に対し合同でアンケート調査（以下アンケート）を
行った．被災時の状況とアンケートの概要については
戸澤が報告しているが1），今回このアンケートを参考
に大規模停電時の通信手段について再検討した．

1　アンケートの概要

アンケートは郵送形式で平成 30年 9月 20日～10月
10日に行われ，対象とした全道 267透析施設中 209施
設（78.2％）から回答を得た．回答のあった施設の内
訳は，病院が 86施設（うち災害拠点病院 21施設），
クリニックが 123施設で，北海道透析医会会員は 124

施設（65.3％），日本透析医会会員は 130施設（66.3

％）であった．匿名回答も可としたが全例で施設名が
記載されていた．
各施設の治療対象患者は概数を選択してもらう方式
としており，これをもとに推定患者数を計算した．
206施設での推定治療患者数は 13,365名（月水金：
8,090名/206施設，火木土：5,275名/184施設）であ
った．また施設により回答のない質問項目があるため，
検討事項ごとに施設数や患者数の母数は異なっている．
被災状況への回答があった 201施設の内訳は，停電
が 200施設（利尻島を除く全道が停電），電話不通が
90施設（45％），断水が 31施設（15％），施設損壊が
8施設（4％）であった（図 1）．復旧までの時間経過
は図 2のとおりで，復旧に要した時間の中央値は停電
18.5時間（最低－最大：2.5－82.5時間，以下同じ），
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電話 19.5時間（8.5－100時間），断水 21.5時間（1－
76.5時間）であった．電話不通と断水の多くは停電に
起因していたことが推察され，施設損壊は少ない特徴
があった．

2　通信手段について

停電初日の 9月 6日に，患者との間で用いられた連
絡手段を，回答のあった 175施設の推定患者数で示す
（図 3）．電話連絡が最多であり，次が各透析施設への
直接来院であった．その他のうちで最多は自宅訪問の
約 234名（2％）で，100名未満の少数例として SNS，
ショートメール，自治体からの連絡，防災無線などが
あった．また，連絡不能例は約 35名（0.3％）だった．
対患者・対職員の緊急時連絡法については，対職員
で 51.0％（104/204），対患者で 54.4％（112/206）の
施設で事前取り決めがあった．実際に使用された連絡
手段は，対患者・対職員ともに事前取り決めの有無に
かかわらず，各施設の 90％超で携帯電話が，60％超
で固定電話が用いられ，それ以外の連絡手段は 10％
前後にとどまっていた．

また各連絡手段別に，有効と判定された比率を図 4

に示す．携帯電話・固定電話の有効性が低いのは停電
による電話不通の影響と思われ，一方，無線や衛星電
話は採用施設がそれぞれ 13施設，8施設と少ないも
のの有効との判断率は 85％，88％と高かった．ここ
で，その他には患者宅訪問やショートメール（災害時
メーリングリスト等），公衆電話などが含まれている．

図 1　停電，電話不通，断水，施設損壊発現率
　　　　　　　　　　　　  （n＝201）
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図 2　停電，電話不通，断水復旧の時間経過
　　　　　　　　　　　　　（n＝201）

図 3　患者との通信手段
　　　　　　　　　　　（n＝11,486）
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3　災害時情報ネットワーク・災害伝言ダイヤルなど

日本透析医会災害時情報ネットワークの利用状況に
ついて回答があったのは 205施設で，書き込みを行っ
たのは 39施設（19％），閲覧のみを行ったのは 46施
設（22％）で，120施設（59％）で利用がなかった．
肯定的意見として，全道の被災状況や受け入れ施設の
確認ができたとするものがあった．一方課題として，
周知不足，情報の更新が難しい，情報がみにくい，書
き込まれたのがどの時点の情報なのか判断が困難，イ
ンターネット回線が不安定でアクセスが困難，情報ツ
ールが多く対応が困難，などがあった．

NTTが提供する災害時伝言ダイヤル（171）につい
ては 192施設から回答があった．178施設（93％）と
ほとんどの施設で使用されておらず，使用施設 14施
設中 11施設（79％）で有用性が低いとの回答であっ
た．課題として周知不足，電話不通により利用ができ
なかった，高齢者には利用が困難，などがあった．

4　通信手段についての自由記載意見

連絡手段について自由記載欄で得た意見のうち
73/86（85％）が電話不通についてであり，あらため
て電話への依存の強さが窺われた．他の少数意見を列
記すると，
①　施設から患者への連絡時に，患者携帯電話の電
話帳登録外着信や公衆電話着信の拒否設定が障害
となった
②　災害伝言ダイヤルへの登録内容更新作業が煩雑
であった
③　携帯電話での通話は困難でも，ショートメール
や SNSを用いたメーリングリスト等による情報
交換が有用であった
④　停電中のインターネットやパーソナルコンピュ
ータ（PC）でのメールによる通信は困難であった

⑤　電話不通により災害時緊急時連絡網が機能しな
かった
⑥　ビル診療のため，停電時に透析室に入れなかっ
た
⑦　震度 5以上では登院する事前取り決めが有用で
あった

などの意見があった．

5　考　案

日本は地震・洪水・それに伴う停電・断水等，自然
災害のリスクが高い．血液透析治療には電力，水，資
材，施設，医療者および患者と，多くの要素を必要と
しており災害に弱いことが知られている．
被災時の対応には情報交換が必須であり，東日本大
震災学術調査報告書（以下大震災報告書）では，緊急
事態に備え，固定電話・携帯電話・FAX・インターネ
ット，およびバックアップ的な他の情報伝達ツール
（衛星回線やMCA無線）など複数の情報伝達手段を確
保することが提言されている2）．我々が平成 30年に経
験したブラックアウトでは，地震・津波等による大規
模施設損壊を伴わないにもかかわらず，停電単独で甚
大な障害が生じたことに驚愕した．停電による大規模
な通信障害は令和元年台風 15号被害でも報告されて
おり3），情報伝達手段の停電に対する脆弱性が非常に
高いことがわかる．今回，アンケートを参考に，大規
模停電時の通信手段について検討した．
アンケートによると，停電時でも多くの施設が情報
伝達手段として固定電話ないし携帯電話に依存してい
た．固定電話のうち「黒電話」は停電時も通話可能で
あるが，現在はほとんどの固定電話が電力を必要とす
る稼働方式をとっており，自己施設停電時は機能しな
い．一方，携帯電話は充電電力で稼働するが，通話機
能は中継基地局に依存しており，ブラックアウト時に
は停電を免れたか非常電源のある基地局の領域でのみ

図 4　連絡手段別の有効性判定
　　　　　　　　　　　　　　　   （n＝186）

有効性あり
有効性なし

災害時優先電話 防災無線 携帯電話 衛星電話 固定電話 その他



日本透析医会雑誌　Vol. 36　No. 3　2021502

通話が可能であった．通話状態が携帯電話業者により
異なるのもそのためで，今回のブラックアウト時に，
札幌では NTTドコモの通話は困難で AUがつながり
やすかったのに対し，松前ではむしろ AU・ソフトバ
ンクの接続状態が不良であった．今回のアンケートで
は停電復旧が早かったが，その後速やかに電話回線も
回復し，対患者・施設間連絡が容易となり，被害を抑
制することができたと思われる．今後は携帯電話各社
とも，大規模停電時に移動式基地局設置等で対応を行
う計画があるとも言われ，効果が期待される‡1～‡3）．
また，あえて複数の携帯電話業者の端末を使用可能と
しておくのも有用かもしれない．
大規模災害時の通話は発信・着信に最大 90％程度

の制限がかかるが，災害時優先通信端末に登録（以下
登録端末）することで発信制限を免れることができ
る‡4）．しかしその際，透析施設の代表電話等を登録
端末にすると，実際の被災時には登録端末へ集中する
着信が障害となり発信が困難となる事例も報告されて
いる．登録端末には着信が少なく発信専用に使用でき
る端末を選択することが重要である．ハザードトーク
等‡5）NTTの回線を利用した民間の通信サービス端末
は，NTTの通信制限時にも影響を受けにくいと思わ
れ，現在，札幌市透析医会で災害時通信手段として検
討されている．

MCA（multi channel access）無線・衛星携帯電話は
設置施設がそれぞれ 13施設（7.0％），8施設（4.3％）
と少なかったが，有用と評価した施設が 85～88％と
非常に高かった．東日本大震災時の日本透析医学会ア
ンケート（以下大震災アンケート）においても，災害
用無線設置施設は 8.7％，衛星携帯電話設置施設は 5.6

％と低かったが4），今後は各地でMCA無線の採用例
が増加すると予測される．設置時の課題として，東日
本大震災時にMCA無線配備が進んでいた宮城県から，
①　未設置施設の存在
②　バッテリーの劣化があると停電時は使用できな
くなる
③　MCA無線中継基地局の停電・基地局間の光フ
ァイバーの不通，などにより通信障害が生じうる

ことが報告されている5）．また衛星携帯電話は基本的
に天候の良い屋外での使用が前提であり，コストがか
かること，総合病院では透析に特化した使用が難しい
こと5），停電からの復帰時に設定が初期化してしまい，

発信前に再設定が必要となる可能性がある6）等の問題
が指摘されている．
今回のアンケートでは，電話に次いだ通信手段は

「直接の来院～自宅訪問」であった．電話がつながら
ない状態での在宅病院職員や患者との連絡は直接面会
しかないのが現状で，東日本大震災においても病院職
員や医療資材メーカー職員等による直接連絡が多くの
施設で行われていた5）．特に透析患者には高齢者が多
く，仮にショートメール・SNS等が使用可能でも情
報のやりとりが困難となりやすい．また特に高齢者で
は，携帯電話の電話帳登録外着信や公衆電話着信拒否
設定が障害になりうるので，事前に家族と対策を検討
しておく必要がある．自宅訪問等にあたっては病院職
員等の人材確保が重要となるが，災害時に登院可能な
職員はまず登院するよう申し合わせておくことも有用
と思われた．患者に対しても，安全な移動が可能な場
合は災害時に来院してもらうことにするのもひとつの
方法であろう5）．また緊急時連絡網等を構築する際に
は，連絡がつかない個所は迂回して情報が伝達できる
ような工夫が必要と思われた．
今回は残念ながら日本透析医会災害時情報ネットワ
ークの使用率が 41％であり，これは日本透析医会会
員施設に限っても 49.2％にとどまっており，大震災
アンケートでの 49.6％とほぼ同様であった4）．東日本
大震災時の登録情報は支援地からのものが多く，被災
地からのものは限られていたとも言われており，さら
に膨大な登録情報を被災地で利用するにあたっては何
らかの形で情報の取りまとめを行う必要があるとの指
摘もある7）．しかし，日本透析医会災害時情報ネット
ワークは被災状況，必要な医療援助内容や患者移送の
要否等について情報を共有する有効な手段と考えられ，
透析医会入会/非入会にかかわらず緊急時は利用する
よう周知が必要と思われた．

NTTの提供する災害時伝言ダイヤルについては，
電話利用の集中による発信・着信制限時に有用となる
サービスと思われる．今回は電話回線使用が可能な場
合，多くは通話可能であったため，伝言ダイヤルの必
要性が低かったものと思われた．
今回のアンケートには含まれないが，ブラックアウ
ト時はテレビ・ラジオを介した情報伝達も行われた．
しかし放送局の好意で透析治療が不可能な施設が字幕
で報道された際に，表示に含まれない透析施設に不特
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定の患者が集まりむしろ混乱の原因となった．一方，
東日本大震災時の仙台社会保険病院では，ラジオによ
り宮城県内の透析患者への診療受け入れ連絡を行い有
用であったとの報告もある5）．テレビ・ラジオ等の報
道媒体を利用する際は，誤解・混乱を生じないよう情
報発信者を単一とし，報道内容・目的を精査・明確化
するなど，確実な情報伝達が行えるよう注意する必要
がある．
大震災報告書によれば，非常用通信は，災害の状況
により使用可能となる場合・ならない場合の差が著し
く，通信手段の多重化が提言されている2）．災害時の
通信では想定外の障害が生じうるが，過去の経験を教
訓としつつ日頃から準備を怠らない努力が必要と思わ
れた．
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